







 「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以下基本計画）は、平成 19 年に改
正された統計法に基づき 5 年に一度整備される。それに基づいて日本の公的統計
において新たな施策が実施されるという枠組みが日本の統計改革の基本となって
いる。最初の第Ⅰ期基本計画は、総務省 (2001)のことで、平成 21 年に閣議決定
された文書のことである。平成 26 年は第Ⅱ期基本計画がまとまる年であり、平
成 25 年に統計委員会に入る各省庁と専門家が合同で作成作業を行う。  
 筆者は、第Ⅱ期基本計画の策定に当たって今回基本計画部会第 1 ワーキンググ
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その結果、一部の意見は影響力を持ち続ける。筆者は 6 月 17 日から各者に案を






中村メモ (中村 (2013))、櫻本メモ（櫻本 (2013)）、牧野メモ（牧野 (2013)）等委
員会で個人名のメモは公表されていないので、経緯は外部からは分からない。中





る程度は経緯と背景が分かるようにまとめることにした 3。  





                                                  
2
 櫻本私案は 6 月 17 日に 6 月 21 日のタスクフォース向けに統計委員会に提出したメモのこ
とである。注意すべきは櫻本私案とは筆者による 6 月 21 日のタスクフォースで配布したメ
モ（櫻本 (2013)）自体を指しているのではないということである。6 月 21 日段階では、委員
間で意見が合わなかった項目は取り下げているので、当初案よりも範囲が狭い。本論文は、
櫻本私案をほとんど網羅しているが、統計委員会の運用に関する提案、 SPEs の推計方法、
SPEs のツリー図は情報が細かすぎるので削除した。さらに 6 月 21 日に配布した資料は櫻本






























新規提案内容を説明する。6 月 21 日のタスクフォースでは 2008SNA(以下 08SNA)
や供給・使用表 (Supply and Use Tables, 以下 SUT)、四半期国民勘定（Quarterly 
National Accounts, 以下 QNA）といった重要な個別課題に関して、計画がどの
ように策定されるべきか、統計委員会各メンバーや各省庁が情報共有していく上
で基本となるべき方向性を筆者からメモとして各参加者に提示した。第 4 章は、

















































































審議協力者は①メモの提出 (6 月 17 日提
出、調整後 6 月 21 日にタスクフォース
で関係者に配布 )、②メモをたたき台に座長がメモを提示（ 7 月 26 日資料 1 の座
長がまとめた検討結果）、③検討結果をベースにワーキンググループの方針を取り




使用表を年次系列に適用し、将来的に QE を QNA に拡大しようと努力している。












らなかった。審議協力者に対するメモ出しの依頼は、6 月 12 日になってようやく
頂いた。締め切りは 6 月 21 日の第 1 回会議に合わせて 6 月 17 日であったため、


























次に 6 月 17 日に提出したペーパーは、幾つかの修正を求められて、修正した
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提案4 2-3 別表No.167の扱い 学会などとの連携はある程度維持されるが、概ね提案していたことは実現した。 〇
提案5 3-1 一次統計との連携 事前の調整段階で内閣府と経済産業省との定期協議が行われると良いということは提起した。しかし、統計委員会では特に内容のあることは提起しなかった。 〇
提案6 3-1 2008SNAの課題項目 〇

























































きた意見でもあったので、全面的に賛成であった。そこで筆者は、 6 月 7 日の中
村メモの方向性を原則として支持し、中村メモを網羅しつつ、優先順位を付けて
長期の方向性を考慮し、今後 5 年の計画を作成するのが良いという主張を各者に















































るが、当初案の内容は当然網羅されるように方針が組まれた。6 月 21 日に提出し
た櫻本私案で提示した内容のうち、幾つかは（程度の差はあれ）基本計画（案）
に反映された。  
 表 3 は、櫻本私案に








うかは分からないが、2016 年は 2008SNA と工業統計代替推計の導入がある。前




ステムの変更を指している。通常 1 つの基準改定で 2 つ以上の重要な推計システ
ムの変更はリスクが高いため、行わない方が良いと考えた。しかし、2016 年は例
外的な年となることが予想される。そして、QNA を目指しているという状況を考
慮すると、どこかの基準改定で SUT 年次表を導入し、その次の基準改定にて SUT





取り得る幾つかの選択肢を考慮すると、この案よりも早期に SUT や QNA に対処
表 3 スケジュールに関する櫻本私案 






































言えないが、表 3 は安全策を採用した場合の目安である。  
櫻本私案に基づき、第Ⅰ期基本計画別表の既存課題の個別提案、第Ⅱ期基本計






2-1 別表 No.11 基本価格表示の問題 






































考表扱いでの対応が可能かどうかというところである。6 月 17 日にタスクフォー
























 総務省の公表資料によると、国民経済計算の HP に対するユーザーアクセス数は、年







…次の Box に続く  
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 その背景として、内閣府や e-Stat の国民経済計算関連サイトへのアクセス数は、







Box.2 の続き  
長期の時系列データの整備のために敢えて遡及を頻繁に行う作業までは求めることはで










成 2 年の基準改定において、GDP について 1955 年からの一貫した系列を整えたという
判断は賢明であったと言えよう。おそらく客観的に見て、データの制約から 1955 年から
しか一貫した系列を整えることは困難である。一方近年連鎖方式による長期系列の整備





成果が乏しいと考える。現実的な判断として、1955 年からの GDP 名目値、GDP 固定基
準年方式系列、 1980 年からの GDP 連鎖方式系列が公表され、それぞれデフレータや内
訳が参照できることが望ましいと考える。  

























で削除すべきと考え、Box.3-4 のように 6 月 21 日段階で第Ⅰ期基本計画別表













Box.3 別表 No.18 事業所企業コンバータ及び No.53 の扱い（提案 3）  














3-1 一次統計との連携・08SNA 関係－議論するために設けた議題 












懸念のみに留めておく。櫻本私案で提起した主な内容は Box.5 にある通りである。 
 2 つ目の項目の項目も同様で、櫻本私案では大まかな意見だけ述べて、中村メ
モを補強するということに徹した。詳しくは次の Box.6， 7 の通りである。  





























Box.5 一次統計との連携（提案 5） 















Box.6 2008SNA の課題項目（提案 6） 
2008SNA は項目がたくさんあるので、マニュアル Annex3、さらに Annex4 に基づい
てコード毎に検討を進めるのが優れているだろう。しかし、基本計画において数十もあ
る細かい項目をすべて別表に落とし込むには細かすぎるので、R&D のような 2016 年導
入の目玉となりそうな主な項目が 2~3 だけあれば良いかと思う。あるいはコード B~G ま








G.SNA と BPM6 の概念と分類の調和→その他  



















 問題は、この定義では SPEs を捕捉できない恐れがあるということだ。例えば、
















Box.7 2008SNA に関する検討ノウハウの記録（提案 7）  































 SUT は、基準年表、年次表、四半期表、Supply and Use System、バランスシステム、
IO といった内容を広範囲に含んだ用語のため、理解が明確になるように分野別に用語を
使い分けることとする（厳密には広義の SUT は SUT フレームワークと呼ばれる）。個別
に何か課題を設定する場合、基準年表、年次表、四半期表、バランスシステムといった
分野に大まかに分けられ、それらが相互に連携することとなろう。  
 SUT 及び QNA に関して、既に日本は国際基準に則って統計作成を行っている。93SNA
及び 08SNA において、 SUT を導入していないから日本は国際基準を満たしていないと
の批判はすでに第 1 次基本計画作成時点から何度も行われてきているが、この意見は国
際的な勧告を誤解したものであろう。広義の SUT の概念の中には、いわゆる IO も含ま
れる。逆に 68SNA において IO と呼ぶときには IO の概念の中に SUT も含まれる。した
がって、 SUT に代わって IO を作成している日本は、細かい様式の問題を除けば、概ね
93SNA 及び 08SNA の基準を満たしている。  
しかし、IO に関して中間投入係数を十分に捕捉できていない問題があり、部分的であ
っても SUT を導入した方が総務省の IO や内閣府の SNA の精度が上がることは間違い
ない。一方、QNA に関して国際基準は存在せず、緩やかに活用されるハンドブックが存
在するだけである。IMF が作成する QNA に関するハンドブックは、2015 年に改訂予定










に伝えるために、Box.9 にあるように簡単に方向性を提言した。  
Box.9 SUT などの導入手順と現実的な目標（提案 10） 
 内閣府が検討を進めている、SUT 年次表は短時間に導入することはおそらく困難であ












SUT の個所と人員増強の 2 つに分けて提言することにしたが、結局提案 15 に示
される人員増強策は基本計画全体で採用する方針があったため、削除され、SUT
の個所だけが生き残ることとなった。ただ、この文案は実感として幾つかの省庁
から大変嫌がられたように感じた。以下の Box.10 は、SUT の体制整備を求めた
部分である。SUT は年次表に引き続き、四半期表の整備がされないと QNA の整
合的な推計ができない。Box.11 は、四半期表と QNA の整備に関して行った櫻本
私案の本文である。  
Box.10 SUT 導入に向けた推計体制の整備（提案 11）  













想定を前提としないと、 SUT を導入することは厳しいと推察される。長期的に SUT を
導入するための基盤が事前に整備されている必要がある。バランス後の計数公表のため
にはバランサーにデータ修正の権限が確保されている必要がある。  














































加えて、櫻本 (2012)表 5（本論文の付表 1）も添付した。結果的に地域経済計算
は自治体への支援を強化する文案が入ったが、HP の様式や SSDS は調整するこ
とができず、反映されなかった。  












自治体によって、Excel で提供すべきデータを PDF 形式で公表しているケースも十分に
















































 第三に欧州各国では 2008SNA と同等の ESA10 を導入するに際して、各国とも定員を
大幅に増強して検討を進めた。…〈略〉…欧州各国の場合、定員を 1.5 倍～ 2 倍程度に増
やすこともして検討を進められる。日本は統計法に基づいて 2008SNA の業務が新たに生
じているにもかかわらず、増員がほとんどなされず、対応が不十分である。08SNA 関連
















第 2 に Box.13 に示すように統計作成に必要な人員体制の整備を求めた。内容
は、専門性の向上を除くと SUT に合わせた統計専門官の新設と統計作成人員の
充実の 2 つからなる。しかし、国民経済計算分野単独ではなく、全省庁として取
り組むべき課題ということで、事実上却下となった。第 3 に Box.14 に示される
マニュアルの公表基準の確立を求めたが、これは委員間で意見が合わず、取り下
Box.14 マニュアル公表基準の確立（提案 16） 
SNA を専門的に学ぼうとする人材は、多くは大学 2,3 年程度から日本語で専門的知識
に触れる経験を経ている。その時期に母国語以外の SNA マニュアルしかアクセスできな
い状況では、そもそも専門的に SNA を専攻するために検討可能な環境が整備されていな








SNA マニュアルは母国語で作成されたものが HP で公表されているという状況が社会的
に望ましい。  
旧経済企画庁の作成した 1968SNA マニュアルは、十分な精度の翻訳が作成できず、外













第 5 に Box.16 に示すように統計資料のアーカイブス化の取り組みとして、統
計資料館の活用を求めたが、委員間で意見が合わず、取り下げた。ここで取り上
げた 5 つの内容の内、中間投入以外は 6 月 21 日タスクフォースの前段階で調整
できなかったので、提案を取り下げ、 6 月 21 日の配布資料から削除した。  






















例えば、名称を国際的な通称である QNA に統一し、 1 次速報を Q1、 2 次速報を Q2、
四半期国民勘定全体の系列を Q3、 1 次年次推計（確報）を A1、 2 次年次推計（確々報）
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補論 1 SPEs に関する情報 
 櫻本私案では、タスクフォースで SPEs の検討を求めた。その際に UNECE et al.  
(2010)に出てくるオランダ統計局の SPEs のツリー図も付けた。SPEs について、
UNECE et al. (2010)や Ribarsky (2012)を利用した。  
 SPEs は、元々従業者が 1 人未満であることが多く、平均従業員数は 0.25 人と
かその程度であるとみられる。従業員の多くは、母体企業の社員と兼ねているた




不明であるが、日本の証券発行残高の 1 割程度は、こうした SPEs がおさえてい
るといわれ、市場におけるプレゼンスは小さくない。アメリカの場合、金融資産





 現在のところ、事業所統計及び経済センサスなどでは、こうした SPEs の活動
の大半は対象外となっている一方で、国税庁の税金の徴収対象や日本銀行の資金
循環統計の対象に SPEs は含まれているため、SNA において基礎統計として不整
合が生じている。しかもこの SPEs は設立する際に何らかの手段で政府に届け出
るということになっている。SPEs として届け出る対象は以下のとおりである。  
①PFI 法に基づいて内閣府に届け出る SPC 






 ①に位置する SPC の事業規模だけでも、平成 21 年度に総額で 3 兆 2 千億円に
107 
達し、年々増加を続けている。仮に日本の SPEs の有人率が 25％で、現行の経済

























 SPEs は各国特有のツリー図をベースに、SPEs の定義に当てはまるか、検討し
ていき、SPEs と認定することとなる。つまり、捕捉のためには日本独自の定義
が最初に確立している必要がある。SPEs は様々な産業に位置していることから、
SPEs を各産業に格付けするツリー図は別途確立される必要がある。  

















 なお、UNECE et al. (2010)において SPEs の国際標準的な取り扱いが示されて
おり、 2012 年の OECD National Accounts Working Party において、OECD に
おける産業格付けで特に課題とされるケースについてもようやく成果が示され始




 UNECE et al. (2010)4 章では、オランダの SPE 等のデータも示された。 2005
年の SPE 等の総産出は 63 億 3700 万ユーロ、中間投入は 75 億 4100 万ユーロに








付表 1 県民経済計算以外の統計表 
 




































































01 北海道 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
02 青森県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
03 岩手県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
04 宮城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
05 秋田県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
06 山形県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
07 福島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
08 茨城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
09 栃木県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
10 群馬県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
11 埼玉県 ○ ○ ○ ○
12 千葉県 ○ ○ ○ ○
13 東京都 都民所得勘定のみ公表 ○
14 神奈川県 ○ ○
15 新潟県 ○ ○ ○ ○
16 富山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
17 石川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
18 福井県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
19 山梨県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
20 長野県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
21 岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
22 静岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
23 愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
24 三重県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
25 滋賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
26 京都府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
27 大阪府 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
28 兵庫県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
29 奈良県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
30 和歌山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
31 鳥取県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
32 島根県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
33 岡山県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
34 広島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
35 山口県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
36 徳島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
37 香川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
38 愛媛県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
39 高知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
40 福岡県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
41 佐賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
42 長崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○
43 熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
44 大分県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
45 宮崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
46 鹿児島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
47 沖縄県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
勘定の種類 その他・付表・参考表・試算
○県全体で一つ
2部門勘定を作成
2部門勘定を作成
2部門勘定を作成
所得支出勘定
2部門勘定を作成
2部門勘定を作成
2部門勘定を作成
2部門勘定を作成
2部門勘定を作成
資本調達勘定（実物）
2部門勘定を作成
○県全体で一つ
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